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１． はじめに 

 

近年，平成 27 年関東・東北豪雨による鬼怒川堤防

の決壊や平成 29 年７月九州北部豪雨など人的被害

を伴う自然災害が頻発している．特に 1995 年に発

生した阪神淡路大震災以降は，災害による被害をゼ

ロにする「防災」の考え方から，被害を最小限とす

る対策を講じる「減災」へと災害対策の理念の転換

が行われた（永松 2008）．さらに，東日本大震災で

は，行政自身が被災して機能が麻痺するような場合

があり，「公助の限界」という考え方が生まれ，自ら

の安全を確保する「自助」や地域コミュニティでの

「共助」による防災活動を推進していく必要がある．

このような状況を踏まえ，治水施設の整備などのハ

ード対策の強化を進めると共に，災害情報の高度化

やハザードマップの普及等のソフト対策が推進され

ている． 

 しかし片田ら（2007）は，ハザードマップなどの

ソフト対策は，情報の受け手である住民にリスク情

報や作成意図が正しく理解され，それに応じた行動

がとられてこそ活きるものである．つまり，災害情

報などの知識を提供するだけの防災教育では，災害

時の対応行動には結びつかないとされる（田中ら

2011）．そのため，災害から命を守るためには，個々

の住民が災害に関する知識を習得し，危機意識を高

め，災害は自らが対応すべきであるとの認識を持つ

ことが重要である．このような，住民主体による「減

災」を行うには，ハザードマップの提供に代表され

るような知識の提供だけではなく，住民・行政・専

門家がそれぞれ持つ災害情報を集積させ，地域にど

のような災害の脅威があるのか，災害への危機意識

の醸成を図る住民参加型の取り組みを行うことが必

要である． 

 また，国土地理院（2017）が提唱するよう，東日

本大震災以降，GIS や地理空間情報の防災分野での

活用が推進され，高度な分析や迅速な判断を可能に

している．発災時にこれらを活用するためには，平

常時からの情報整備や利用が欠かせない． 
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 そこで本研究では，住民，行政，専門家の３者が

それぞれ有する災害情報を GIS を用いて集積し，地

域に存在する防災に関する情報を空間的に取りまと

める災害リスク・コミュニケーション（以下，災害

RC）手法を検討し，実施する．本稿では，災害 RC

として福岡県糸島市怡土校区で実施した住民参加型

ワークショップである「まちあるき」や「地区防災

マップ作成ワークショップ」の内容および方法につ

いて述べる．さらに，災害 RC の中で地理空間情報

および GIS の果たす役割を明らかにする． 

 

２． リスクコミュニケーションの先行事例およ

び本研究の位置づけ 

 

リスクコミュニケーションとは，専門家と非専門

家による科学に関する対話活動を指すサイエンスコ

ミュニケーションの一形態であり，「個人，集団，機

関の間における情報や意見のやり取りの相互作用的

過程」と定義される（吉川 2010）．これらが防災分

野において行われた際に災害 RC と呼ばれる．これ

まで，防災分野の住民参加型ワークショップは，片

田ら（2010）や山田（2008）らが防災マップ作りや

避難訓練を実施した事例や，加藤ら（2010）や大山

ら（2011）が防災まちあるきを実施するなど，多く

の取り組みが実施されている．これらの取り組みは，

ハザードの影響をもとに，災害に強いまちづくりや，

住民による災害対応が検討されてきた．  

本研究で実施する災害 RC も先行研究と比較し，

考え方が大きく異なるものではないが，①まちある

きや住民参加型ワークショップといった複数手法を

組み合わせる点や，②G 空間情報収集システムと称

する現地調査アプリを開発し，まちあるきにおいて

現地情報を地理空間情報として収集する点，③GIS

を活用し，ハザード情報に地域の脆弱性情報を重ね

合わせることで，災害時に活用可能な「地区防災マ

ップ」として成果をまとめる点に特徴がある． 

 

３． Ｇ空間情報収集システムの概要 

 

 災害 RC では，後述する「まちあるき」と呼ぶ現

地調査を実施する．従来の現地調査では，該当箇所

の地図を印刷し，写真は GPS 付きデジタルカメラで

撮影し，メモを取りながら情報の収集を行う場合が

多い．本研究では，調査の高度化と効率化を図るた

めに，Android 端末で使用できるアプリとそれに関

連するシステムを開発する．本研究で開発したシス

テムの名称は「G 空間情報収集システム」である．

本システムを活用することで，住民や現地職員，関

係機関など様々な主体から入ってくる情報を集約し

管理することが可能となる．本システムはPC版と，

Android 版，Mobile 版の３つで構成されており，災

害 RC では PC 版，Android 版を主に使用する． 

 

３.１．G空間情報収集システム（Android版） 

 G 空間情報収集システム（Android 版）は，通信

が遮断された環境下でもあらかじめシステム内に格

納した衛星情報や地理空間情報をオフライン状態で

利用することができる．また，現地調査での調査地

点の写真，位置情報，現況情報の記録と軌跡の記録

ができ，オンライン環境に戻った際にデータを送信

しシステムのPC版で閲覧ができるシステムである．

機能としては，図１に示すように，投稿機能と軌跡

記録機能，システムに格納している地図情報の管理

機能が備わっている．投稿機能ではあらかじめ投稿

する情報の分類が設定されているため分類を選択し

補足情報をコメントするという形で投稿することが

できる．軌跡記録機能は，アプリ起動中に軌跡記録

 

図１ G空間情報収集システム（Android版） 

 



3 

ボタンを押すと現地調査で移動した経路が記録され，

記録を停止し投稿情報と共にサーバーに送信するこ

とで調査時の軌跡情報を把握できる． 

 

３.２．G空間情報収集システム（PC版） 

 G 空間情報収集システム（PC 版）は主に災害対策

本部や管理者によって使用されるシステムであり，

Mobile 版や Android 版で投稿された情報を確認・管

理し防災の意思決定に役立てるシステムとなってい

る．機能としては図２に示すように投稿情報管理機

能，お知らせ管理機能，タイムライン管理機能，ホ

ワイトボード機能が備えられている．投稿情報管理

機能ではシステムに投稿された情報の管理としてそ

れぞれの情報のステータスを「未読」「既読」「対応

中」「対応完了」の４段階で管理でき，必要に応じて

投稿に返信することができる．また，投稿情報は csv

で出力することができ，外部のソフトで更なる活用

ができる．お知らせ管理機能では災害対策本部で決

定された避難情報や通行止め情報等の情報を登録し

関係機関や現地職員等に Mobile 版等を通じて伝達

することができる．タイムライン管理機能では G 空

間情報収集システムへの情報の登録やシステムから

の情報発信，住民や関係機関からの通報，災害対策

本部からの指示等様々な災害対応に関する活動の履

歴を記録することができる．ホワイトボード機能で

は災害対策本部に寄せられた情報を集約・管理する

ことができ，あらかじめ地名や機関名，現象名等を

登録しておくことで記録作業を容易にしている． 

 

４． 災害リスク・コミュニケーション 

 

４.１．研究対象地域 

 福岡県糸島市は，福岡市に中心とする福岡都市圏

の西部に位置し，面積は 215.70 km2で福岡県下では

第６位の面積を有する．地形条件としては，南部に

は背振雷山県独立自然公園に指定された山々，北部

には玄海国定公園に指定された海岸線を有する．主

な河川は，瑞梅寺川，雷山川，一貴山川などの二級

河川が南北に流れている． 

災害 RC の対象地域である怡土校区は，糸島市の

 

図２ G空間情報収集システム（PC版） 

 

図３ 怡土校区の航空写真 

 

図４ 対象地域の地形分類図 
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南東部に位置し，校区内に 12 の行政区を有する（図

３）．地域の大部分を山地が占め，瑞梅寺川や川原川

といった南北に流れる河川を中心に谷底平野や氾濫

平野が形成されている．また，地域内の居住地は更

新世段丘などに集中している（図４）．災害 RC を実

施した令和３年時では，土石流特別警戒区域が 74 箇

所，急傾斜地特別警戒区域が 59 箇所指定されてい

ることから風水害を中心に災害 RC を行った．人口

は令和４年４月時点で 7,023 人であり，いずれの行

政区も高齢人口が 30%を超えるなど，高齢化が課題

となっている．怡土校区のうち，令和２年から３年

の期間で井原，王丸，高祖，末永の４行政区で災害

RC を実施した． 

 

４.２．災害リスク・コミュニケーションの流れ 

災害 RC の実施に至る経緯として，筆者らは 2012

年に糸島市において住民および行政にヒアリングを

実施し， 記載情報を確認しながら糸島市津波ハザー

ドマップを作成した．しかし，ハザードマップの配

布のみでは，前述のように主体的な防災活動につな

がらないとし，行政と相談の上，作成したハザード

マップをもとに，災害 RC を通じて地域の災害リス

クを反映した「地区防災マップ」の作成を行うこと

となった．地区防災マップの作成は，図５のフロー

に従って実施する．図５のように，まちあるきやワ

ークショップ（以下，WS）を通じて，災害履歴や地

域の危険個所，利用可能な避難所といった災害情報

を住民・行政・専門家の共同で地理空間情報として

収集する．その後，避難経路や一時避難場所といっ

た具体的な避難行動を決定する． 

表１に各行政区で実施した災害 RC の概要を示す．

まちあるきでは， G 空間情報収集システムを活用し

ながら，地域の危険箇所，災害履歴，一時避難場所

候補地のなどの情報を収集する．第１回 WS では，

B0 サイズの地図を地域住民が囲んで専門家が準備

したシナリオ（表１）に基づき，地図に書き込みを

行う．その際にまちあるきで収集した情報に加え，

地域の地質等の特性，災害の基礎知識について GIS

を用いながら専門家が説明を加える．WS の際には

話し合いが円滑に進むように，行政や専門家が各テ

ーブルにファシリテータとして参加する．また，取

組の特徴の１つとして挙げられるのが，事後まちあ

表１ 地区防災マップ作成 WSの開催概要 

WS 名 目的 WS シナリオ 開催日 参加人数 

事前 

まちあるき 

① WSに向け，地域
の理解を深める 

② 安全点検の実施 

住民・専門家・行政で地域内を点検 

井原：2019/11/25 

王丸：2020/9/22 

高祖：2020/6/29 

末永：2020/10/31 

― 

第１回 

WS 

① 地域に存在する
危険箇所の認知 

② 災害の理解 

① WS 内容の説明 

② 建物情報の交換 

③ 災害時の要配慮者の確認 

④ 道路情報の交換 

⑤ 避難時の危険箇所の共有 

⑥ 災害履歴収集 

⑦ 専門家による地形の解説 

⑧ 一時避難場所候補地の検討 

井原：2019/12/15 

王丸：2020/10/25 

高祖：2020/8/29 

末永：2020/12/31 

井原：49 名 

王丸：19 名 

高祖：26 名 

末永：24 名 

事後 

まちあるき 

第１回 WS で収集
した情報の整合性
を確認 

住民の代表者と専門家で第１回WS

において得られた情報の確認 

井原：2020/1/18 

王丸：2020/10/31 

高祖：2020/9/22 

末永：2021/1/9 

― 

第２回 

WS 

避難経路・ 

避難場所の検討 

① WS 内容の説明 

② 事後調査結果の共有 

③ マップ記載情報・凡例の説明 

④ 情報の修正・新規情報の追加 

⑤ 一時避難場所・避難経路の決定 

⑥ マップレイアウトの決定 

井原：2020/2/23 

王丸：2020/11/4 

高祖：2020/11/14 

末永：2021/3/21 

井原：40 名 

王丸：19 名 

高祖：26 名 

末永：24 名 
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るきを実施することである．事後調査を行うことで

以降の WS をより正確な情報で実施できる．第２回

WS では，これまでに収集された情報を統合した災

害リスクを回避する行動として，避難経路及び一時

避難所を検討する． 

 

４.３．事前まちあるきの実施 

 事前まちあるきは，専門家が地域を事前に理解す

るとともに，安全点検を行い，住民の不安を解消す

ることを目的とする．まちあるきには，地域住民，

行政として糸島市職員，専門家として九州大学が参

加した．実際に地域内を歩き，事前に定めた表２に

示す地域の危険箇所，災害履歴，避難所情報などの

項目について住民，行政，専門家それぞれの視点よ

り調査し，普段の生活では気づかない地域の潜在的

な危険性について把握する（図６）．また， G 空間

情報収集システムを活用することで，写真に属性を

付加して保存できる，位置情報を任意に変更できる，

航空写真や地質図などの地理空間情報をレイヤ表示

して確認できるといった利点があげられる．これに

よって，調査の高度化が図れ，収集写真の地理空間

情報としての更なる活用ができた． 

 

４.４．第１回ワークショップ 

 事前まちあるきを踏まえ，災害情報を危険箇所，

災害履歴，避難情報に分類し把握した後，まちある

きに参加しなかった住民も含めさらに多くの参加者

を対象に，第１回 WS を開催する．第１回 WS の目

的は，危険個所をさらに収集し，一時避難場所の候

補地を決定し，災害時の避難行動を検討することで

ある．まちあるきと同様，地域住民，東峰村職員，

ファシリテータとして九州大学が参加した．事前準

備として，まちあるきで収集された危険個所及び土

砂災害警戒区域等のハザードが記載された白地図を 

1/3,000 程度の縮尺，B0 サイズで準備する．また，地

図に情報を書き込むための準備品としてペン，カラ

ードットシール，付箋などを用意する．WS では，

最初に事前まちあるき結果の報告を行う．その際に

は GIS を活用し，地理空間情報として作成された地

域の危険個所とG空間情報収集システムにより収集

 

図５ 災害リスク・コミュニケーションの流れ 

 

図６ 事前まちあるきの様子 

表２ 収集する地理空間情報 

 
まち 

あるき 

第１回 

WS 

防災 

マップ 

建物 

情報 

居住人数と空き家  〇 〇 

増築や改築 〇 〇 〇 

要配慮者居住宅  〇 △ 

危険 

情報 

老朽家屋 〇 〇 〇 

屋根瓦 〇 〇 〇 

ブロック塀 〇 〇 〇 

蓋のない側溝 〇 〇 〇 

夜間注意箇所 〇 〇 〇 

道路 

情報 

幅員の狭い道 〇 〇 〇 

急傾斜や未舗装の道 〇 〇 〇 

地図に記載のない道 〇 〇 〇 

道端に物がある個所 〇 〇 〇 

危険な交差点  〇 〇 

災害

履歴 

土砂災害  〇 〇 

水害  〇 〇 

避難

情報 

避難経路  〇 〇 

一時避難場所 〇 〇 〇 
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した現地写真を表示させることで，事前まちあるき

に参加しなかった住民に対して，どのような個所が

危険個所となるのか判断する材料とした．その後，

図７のように，準備した地図に表２に示した危険箇

所の情報をペンやシールを用いて追記する． 

第１回 WS は，図上型防災訓練マニュアル研究会

（2008）が DIG の手法として示す３段階のステップ

アップを意図してシナリオを作成する．まず，建物

の情報交換を行うことで，地区の構造や要配慮者情

報から平常時から存在する地域の脆弱性を理解する．

次に，道路情報や災害時に危険となる脆弱性情報の

交換を行い，GIS を用いて専門家による地域の地形

の解説を行うことで地域特性を理解する．これらを

踏まえ，最終的に一時避難場所候補地の探索を行う

ことで，想定される災害の被害に対して最適な行動

は何かを順を追って検討できるようにしている． 

 特に，専門家による解説に GIS を用いることで，

背景地図に過去の航空写真や地形分類図，またレイ

ヤとして地理空間情報として収集した危険情報や土

砂災害警戒区域といった情報を重ねることで，災害

の危険性を多面的にとらえることができ，一時避難

場所と避難経路の検討に役立つ情報として提供する

ことができた． 

 

４.５．地区防災マップの作成 

 事後まちあるきや最終的な一時避難場所や避難経

路を検討する第２回 WS を経て，表２の情報を含ん

だ地区防災マップの作成を行う．一時避難場所は災

害種別ごとに決定し，居住する地域によっては自宅

待機なども踏まえた合意形成を行った．また，避難

経路はこれまで収集した情報に基づき，災害による

影響を最も受けにくいと考えられる危険個所の少な

い経路を優先的に選択した．以上の情報が記載され

た地区防災マップを作成し（図９），A3 サイズで出

力，ラミネート加工を行い，全戸配布した． 

 

５． まとめ 

 

本研究では，福岡県糸島市を対象にGISを活用し，

住民参画による地域の危険性を把握し，避難行動に

促すための災害 RC を実施した．取り組みでは，現

地調査の効率化のためG空間情報収集システムと称

する現地調査アプリを活用し，地域の危険個所を現

地写真とともに地理空間情報として活用した．また，

地区防災マップ作成のために，ワークショップ形式

での議論を開催した．取り組みの中で，地理空間情

報を用いて情報の収集やGISを用いた事前まちある

き情報の共有を行うことにより，まちあるきの報告

を効果的に行うことができた． 

 また，地区防災マップの作成では，危険個所を収

集するとともに，地域の詳細な基盤地図を作成し，

また，第１回 WS などで収集した災害履歴の情報を

記録として残すことにより，災害の危険性を示す情

報としても活用できる．収集された地理空間情報は

地区防災マップとして住民が手にすることができ，

防災力の向上につながることが期待できる． 
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図８ 第１回 WSの様子 
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JPMJSP2136 の支援を受けたものである． 
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図９ 作成した地区防災マップの例 

 


